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草の根型社会実装の着想
　我々は、本プロジェクトで『聞き書きマップ』を
含む防犯活動支援ツールの開発とポータルサイトの
構築を行い、これらを用いるための手引書やマニュ
アル類を開発しました。『聞き書きマップ』は人工衛
星による測位データを、IC レコーダ、デジタルカメ
ラのデータとともに PC に取り込んでGIS 上に表
示するためのソフトウェアで、これにより子どもが
出会いがちな地域の様々な危険を誰でも簡単に地図
上に記入して共有できます。本プロジェクトを含む

RISTEX「犯罪からの子どもの安全」研究開発領域そ
のものは平成 19 年度から平成 24 年度までの 6年
間続きましたが、本プロジェクトはその前年度末に
終了し、同じ RISTEX による「研究開発成果実装支
援プログラム（公募型）」に応募する予定でした。と
ころがその矢先、プロジェクトの中核機関であった
科警研の私のグループが活動を続けられない状況に
陥ったのです。科警研の研究体制は非常勤職員が中
心で、彼らを引き留められなかったことが一因です。
その他の科警研のメンバーも、論文の執筆に結び付

　JST 社会技術研究開発センター（RISTEX）研究開発プロジェクト「子どもの被害の測定と防犯活動の実証
的基盤の確立」（H19-H23） （以下、「本プロジェクト」という）では、犯罪から子どもを守る取組の実証的
基盤の確立を目指して、『聞き書きマップ』を含む防犯活動支援ツールの開発とポータルサイトの構築を行い、
これらを用いるための手引書やマニュアル類を開発した。『聞き書きマップ』は人工衛星による測位データを、
IC レコーダ、デジタルカメラのデータとともに PC に取り込んでGIS 上に表示するためのソフトウェアで、
これにより子どもが出会いがちな地域の様々な危険を誰でも簡単に地図上に記入して共有できる。これらの
研究成果は、プロジェクト期間中に茨城県つくば市内の複数の小学校で展開され、一定の成果を得た。
　折しも、政府の「宇宙基本計画」（H27）には「次世代を担う人材のすそ野拡大に幅広く貢献するため、小
中学校等における体験型の教育機会の提供等、宇宙教育を始めとした様々な取組を進める。」という記述があ
り、文部科学省（以下「文科省」という）の「学校安全の推進に関する計画」（H24）には、「学校現場では、
（中略）地域との連携を一層図り、より効果的に体験的な学習を行うようにすることが必要である。」「学校や
学校の設置者においては、必要に応じ道路管理者、警察等と協働して、交通安全、防犯、防災等の観点から
通学路を定期的に点検し、その結果に応じて適切な措置を講じるよう努めることが期待される。」と記載があ
るとおり、本プロジェクトは我が国の大方針に先駆けた活動であったと言える。
　本プロジェクト終了後、その研究成果を引き継いだ活動は平成 27 年度から文科省「実践的安全教育総合
支援事業」に採用され、現在もなお活発な様相を呈している。しかし、これまで道のりは決して平たんでは
なかったという。そこで、本プロジェクトの研究代表者であった科学警察研究所（以下「科警研」という）
犯罪予防研究室の原田特任研究官にお話を伺った。

＊ 所属はインタビュー当時

科学技術の社会実装・社会イノベーション展開の新潮流
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てから治療するよりも、未然に防いだ方が社会的な
コストは安く上がる、というところからきているの
でしょう。病気の場合は患者さんも治療費を 3割
負担します。では、犯罪についてはどうでしょう
か。犯罪にあった被害者が、自分の心のケアに 3割
負担するなんて理不尽な話はありません。一方で加
害者が負担するかというと、加害者にそんな余裕が
あったらそもそも犯罪は起きません。要するに、犯
罪後のケアにはそれと無関係な国民が全額を税金で
負担しているわけです。だとすると、社会的なコス
トという観点では、病気の予防よりもむしろ犯罪の
予防の方が大きな意味があるのではないでしょう
か。そこで、こういった考え方を我々は「予防犯罪
学（Preventive Criminology）」と名付け、この
ときのたった 5人の有志連合が、「予防犯罪学推進
協 議 会（CPPC：Council for the Promotion of 
Preventive Criminology）」としてこのポータルサ
イトの運営主体となりました。予防犯罪学という言
葉や考え方は、今のところ予防医学ほど普及してい
ませんが、この活動を通じて広めていければよいの
ではないかと考えています。

『聞き書きマップ』の新バージョンの開発
　平成 25 年度からは科研費（挑戦的萌芽）課題「予
防犯罪学の開拓を目指した子どもの被害防止ツー
ルキットの実証実験」（H25-H27）が採択され、ポー
タルサイトの維持費はこれで賄えるようになりま
した。
　一方、RISTEX の「研究開発成果実装支援プログ

注1 WebGIS：地理情報システム（GIS）をインターネット上で操作できるようにしたシステム

かない社会実装には消極的で、研究体制が崩壊して
しまいました。
　本研究開発領域では、研究開始当初から、論文を書
くだけではなく、結果を社会に還元するところまで
が活動の範囲と言われてきました。しかし、研究体
制が維持できなくなった以上、RISTEX プロジェク
トとして社会実装のための更なる予算を頂くことは
不可能でした。それまでの研究成果がお蔵入りする
寸前にまで追い詰められたわけです。だからといっ
てビジネスとしてこの研究成果を実装することも非
常に困難だと思いました。我々の活動の引き受け手
は元々資金のない防犯ボランティア等ですから、そ
もそもビジネス立ち上げ型の社会実装はなじまない
のです。ぜい弱な体制と限られた資金でムリに事業
を拡大したり宣伝したりすれば、一部の顧客には手
厚く対応できても、他の多くの顧客には手が回らな
いといったムラが生じます。子どもを守る取組には
ムリとムラは大敵です。ビジネス立ち上げ型の社会
実装では、ビジネスが成り立つ一部の地域にだけ実
装され、その他の地域がないがしろにされることが
容易に想像できました。
　この状況で考えを巡らせて、たどり着いたのが「草
の根型社会実装」の着想でした。提供側も利用側も
予算が不足している状況で、何ができるかを考えま
した。それで、平成 24 年度はウェブ上の本プロジェ
クト成果公開サイト1）（以下「ポータルサイト」とい
う）をとにかく維持することだけを当座の必須業務
としたのです。

予防犯罪学推進協議会（CPPC）の設立
　このポータルサイトは、研究成果としての手引書
等を公開するだけでなく、まだプロトタイプではあ
りましたが『聞き書きマップ』というツールでユーザ
が作成したデータを、WebGIS 注 1 にアップロード
して可視化・共有する仕組みも実装していました。
　ポータルサイトの運営費は、共同研究者や委託先
と自分を含む有志 5人が個人の資金を持ち寄って
負担しました。自分からはそれに加えて原稿料等を
寄附し、それで少なくとも 1年間は維持できる計算
でした。2年目以降は科学研究費助成事業（以下「科
研費」という）に応募し、採択されればそこから費
用を捻出できるだろうということになりました。
　ところで近年、病気については「予防医学」
（Preventive Medicine）として、治療から予防へ
という大きな流れがあります。これは、病気になっ
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くれないかと働きかけました。現在地を地図上に表
示する機能等は要りません。機能を最小限に絞り、
高品質を維持した上で、極力小さく軽く安く作って
ください。そうすれば、既に『聞き書きマップ』と
いう利用ソフトはあるのだし、防犯活動の現場です
ぐにでも利用可能だと。その結果、サブメートル級
の準天頂衛星対応GPS ロガーを SPAC から何台か
借り受けて、実証実験をさせていただくことができ
ました。

準天頂衛星初号機「みちびき」の実証実験
　実証実験では、お借りした準天頂衛星対応ロガー
を 2台、自転車のハンドルに取り付けて、片方を準
天頂モード、もう片方を普通のGPS モードとし、押
して歩くということをしました。そうすると、10 
cm 足らずの間隔で並んでいる 2台のロガーの位置
関係は全く変わりませんから、同時に取得したデー
タがどのくらいずれるかを見れば、どういう環境で
どのくらい差が出るかが分かります。ビデオカメラ
を同じハンドルに取り付けて、同時に動画に撮りま
したので、その映像を見れば、その時点でどちらの
データがもっともらしいかということも分かるはず
です（写真 1）。ビデオカメラは個人で所有していた
ものを使いました。このやり方ならお金も全くかか
りません。
　実験場所は千葉県浦安市の住宅街でした。地元住
民の防犯まち歩きに同行する形でデータを取得しま
した。そこであえて高層マンションのすぐ脇を通る
遊歩道に乗り入れると、両者のデータに明らかな差
が出ました。ビデオの映像から実際の通行位置を確
認すると、準天頂モードの測位点の方が、普通の
GPS モードの測位点より実際の経路により近いこ
とが分かりました（写真 2）。

出典：科学警察研究所

写真1　自転車のハンドルに取り付けたロガーとビデオカメラ

ラム（成果統合型）」において「犯罪からの子どもの
安全」研究開発領域の成果に基づく実装プロジェク
ト（H25-H27）が始まったのも平成 25 年度からで
すが、我々に割り当てられた予算は全体の 3.5% で、
しかも、初年度は予算が付きませんでした。
　当時の『聞き書きマップ』にはGPS データを PC
に自動で取り込む機能がなく、普及の障害になって
いました。この機能を実装した新バージョンの開発
を一から行うのは負担が大き過ぎたため、フリーソ
フト「GPS Babel」のモジュールを利用することに
したのですが、それでも獲得した科研費だけでは開
発費を賄いきれず、再び個人負担を余儀なくされる
ことになりました。実は委託先の企業も同じくらい
負担してくださっています。その結果、晴れて自動
でGPS データを PC に取り込む機能が付加された
新バージョンの『聞き書きマップ』（バージョン２）
が完成したというわけです。

高精度衛星測位サービス利用促進協議会（QBIC）へ
の参画
　準天頂衛星はその名前のとおり日本上空のほぼ
天頂に長くとどまる軌道に投入された測位衛星で
す。この衛星と米国の GPS 衛星を組み合わせて利
用することで、山間部や高層ビル街等、空が広く見
えない場所でも測位が可能になることが期待され
ています。
　『聞き書きマップ』新バージョンの開発と並行し
て、宇宙航空研究開発機構（JAXA）の「みちびく
人々」のサイト4）にインタビューを掲載していただ
いた頃から、とにかく準天頂衛星システムを身近な
地域の防犯に役立てられるようにしようと奔走して
きました。この衛星システムは、税金を投入して作
る以上、分け隔てなく国民一人一人に便益を返す必
要があるし、大都会のビル街で使えるようにならな
いと、防犯の仕組みとしては不十分であるとの思い
が強かったからです。それで、衛星測位利用推進セ
ンター（SPAC：Satellite Positioning Research 
and Application Center）のシンポジウム等があ
るたびに出掛けて行って、アンケートをぎっしり書
いた上に当時書いた自分の原稿と名刺を張り付けて
出すようなことまでしていました。
　それが功を奏したのか、準天頂衛星システムの利
用拡大に向けて、企業が知恵を出し合う場を作ると
いうことで、高精度衛星測位サービス利用促進協議
会（QBIC：QZSS Business Innovation Council）
が立ち上がったとき、私もアドバイザーの一人とし
て参加することになりました。そこでは、安価で単
体の準天頂衛星対応ロガーをどこかの企業で作って
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出典：科学警察研究所

写真 2　ロガーデータから取得したまち歩きの軌跡 え込むのではなく、自治体や PTA、教育委員会、地
元の警察まで連携した、地域ぐるみの活動として、
通学路の点検等を実施することが大きな特徴です。
　平成 27 年度は科警研最寄りの柏市立十余二小学
校の 4年生を対象に社会科の授業の一環として行
いました。約 80 人の児童を対象に『聞き書きマッ
プ』による安全点検活動として、フィールドワーク、
パソコンへのデータの取り込み、プリントアウト
した地図を使った安全点検マップ作り等を行いまし
た。『聞き書きマップ』の導入によって、人工衛星に
よる測位といった宇宙技術を体験的に学習するとと
もに、通学路の安全点検マップ作りを大幅に省力化
することができたと自負しています。導入後の維持
経費がほとんどかからないことも評価されました。
　平成 28 年度は同じく千葉県内の船橋市立西海神
小学校で実施する予定です。

エンドユーザへの『聞き書きマップ』関連ツール無
償提供
　『聞き書きマップ』にはGPS ロガーが欠かせませ
ん。一方で、準天頂衛星システムの優位性にはQBIC
の皆さんも同意してくださるのですが、じゃあ我が
社で単体の準天頂対応ロガーを作りましょうと名乗
りを上げてくださる企業はまだ出てきていません。
準天頂衛星の 4機体制が整えば、地上から高仰角で
常に 1機は見通すことができるようになりますが、
それは平成 30 年と聞いているので、数年後にそれ
がいよいよ実用段階になれば、こちらから積極的に
働きかけなくても、ありとあらゆる大企業が乗り込
んでくるのは必至です。でもそのとき、準天頂衛星シ
ステムの利用が仮にスマホありきで、運用に月々 5
～6,000 円かかるということになると、我々が対象
としている PTA や防犯ボランティアの隅々にまで
は行き渡りません。特に防犯ボランティアは半数が
60 代、残りの 1割強が 70 代以上といったように年
金暮らしをされている方々がほとんどですから、そ
のような出費は見込めません。このような状況は何
としても避けたいと思っています。現在市場にある
単体のGPS ロガーは外国製品ばかりですが、これな
ら通信費は一切かかりませんし、維持費は充電に必
要な数mAの電気代だけで済みます。日本の高品質
を低価格で隅々にまで届けることが重要なのです。
　GPS ロガーと IC レコーダ、PC 等への接続装置
をまとめた「『聞き書きマップ』まちあるきセット」
を自治体等に消耗品として購入してもらい、それら
を防犯ボランティア等に無料で貸し出すことがで
きれば、エンドユーザへの無償提供は十分に実現可
能です。

　全国共同利用研究発表大会 CSIS DAYS 2014 で
この研究結果を発表したところ、簡便な装置で結果
の可視化と計量分析まで行ったことが評価されて、
主催者の東京大学空間情報科学研究センターより優
秀研究発表賞を頂きました。このことは我々の活動
を SPAC に強く印象付けることにもつながったの
ではないかと思います。

転機となった実践的安全教育総合支援事業
　文科省「実践的安全教育総合支援事業」（以下「モ
デル事業」という）は元々東日本大震災を契機に始
まったもので、防災を目的として通学路の点検等を
実施する事業でした。その後、安全教育の対象とし
て防災に交通安全が追加され、平成 27 年度からは
更に防犯が加えられる形で始まったのですが、これ
は『聞き書きマップ』の普及という意味で、千載一
遇のチャンスでした。
　震災以来、社会の大方の関心は防犯よりむしろ防
災に大きく偏っていました。そんな中、平成 26 年
7 月に岡山県倉敷市で小学 5年生の女子児童が誘拐
される事件が起きました。本プロジェクトは正にこ
のような事件を未然に防ぐことが目的であったわけ
ですが、実際に起きてしまいました。我々は自分たち
の研究成果でどれだけ社会貢献できたかを改めて自
問自答し、その年の９月に文科省に乗り込んで行っ
て、これだけの成果があるのだから使ってほしいと
嘆願したのです。その翌週にも兵庫県神戸市で小学
1年生の女子児童が殺害される事件が起きてしまい
ました。これ以上犠牲者を増やしてはいけない。我々
の一心不乱の思いがうまく伝わったかは分かりませ
ん。でも、このモデル事業への採用が『聞き書きマッ
プ』の社会実装に向けた大きな転機になりました。
　このモデル事業は、対象となる小学校が全部を抱
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秋の大会でした。研究と実践の間に橋をかけるとい
うタイトルのセッションがあって、研究者の立場で
現場に売り込んでも、現場にニーズがないと受け入
れられない、そういうときはどうすればよいか、と
いうような議論があったのです。そのときの議論に
よると、現場で動き始めたにもかかわらず、煮詰
まって動けないところに目を向けるべきだというの
です。現場に既に任務ができてしまっているのに、
具体的な方法が明確になっていないというようなこ
とです。
　「宇宙基本計画」（H27）や「学校安全の推進に関
する計画」（H24）でうたわれているとおり、「宇宙
教育」や「防犯」のための「通学路の安全点検」を
「体験型の学習」を通して行うという方針は決まって
います。では具体的にどうすればよいか。そう考え
たときに、我々の『聞き書きマップ』はピッタリこ
れにはまります。我々は、近年全国の小中学校等で
行われている「通学路の安全点検」の試みに、衛星
測位技術を応用することで、そのような「体験型の
学習」が効果的に進められると考えています。
　例えば、経済産業省等の予算で維持費のかからな
い日本製の高品質の準天頂対応ロガーが開発された
り、それらを自治体等で購入できるような補助金が
文部科学省で予算化されたりすれば、今後も継続的
に我々の活動を支える大きな仕組みが出来上がるの
ではないでしょうか。国の大きな方針に沿うものな
ので、実現は十分可能なのではないかと期待してい
ます。

取材を終えて
　取材に先立ち、記事を今後の展開や後に続く自治
体等に示唆を与える内容にしたいので、事業を進め
る上での課題を含む苦労話は大歓迎と申し上げたの
だが、正直なところ、これほど苦労されていたとは

研究終了後のビジネスモデル
　「『聞き書きマップ』まちあるきセット」の価格に
ソフト開発会社へのマージンと CPPC へのライセ
ンス料を含める形にすれば、研究費が途絶えた後に
も現在の活動を維持できます。
　平成 27 年度は全国防犯協会連合会の「次世代防
犯ボランティアリーダー育成事業」に採用していた
だいたこともあって、合計で 80 セットほど売れま
した。これでポータルサイト維持費の半分を賄える
計算になります。
　学校現場での需要も見込めますので、教育委員会
や文科省から補助金が出るようになれば、売上げは
一桁以上伸びるでしょう。そうすれば、サイトを維
持するだけでなく、『聞き書きマップ』の更なるバー
ジョンアップ等にも対応できます。
　『聞き書きマップ』を使った研修やワークショップ
開催の依頼を受けることも増えてきているので、こ
れを有償化できれば、ビジネスとしてもより魅力的
なものになるのではないでしょうか。
　研究費が途絶えた後、この活動自体も終了してし
まったら、結局は現場の期待と信頼を裏切ることに
なってしまいます。研究は終わっても防犯の現場の
活動は終わらないのです。

より良い活用のために
　『聞き書きマップ』を作成するに当たって、その利
用手順を説明したマニュアルと、それがどんな考え
に基づくもので、それを使うと何がどう変わるのか
といったことを解説した手引書も準備しました。徹
底的に懇切丁寧に分かりやすく、しかもページ数を
少なくすることにこだわって作っています。
　この手引書では、最初のまち歩きで地域の問題の
「改善計画マップ」を作り、それに基づいて問題解決
の取組を行った上で、例えば一年後にもう一度まち
歩きをして「問題解決マップ」を作ることを提案し
ています。そして、前回作成した「改善計画マップ」
と見比べるのです。そうすれば、取組の成果を、誰
にでも分かる形で「見える化」することができます
（図表 1）。
　『聞き書きマップ』の利用には、犯罪学研究者とし
ての考えが根底にありますので、単に地図を作るだ
けでなく、それをその地域の環境をより良くするた
めのツールとして使っていただければよいのではな
いかと考えています。

社会実装に向けた着眼点と今後の可能性
　研究成果を社会実装するという観点で、アメリカ
犯罪学会から学んだことがあります。平成 23 年の

出典：科学警察研究所

図表 1　改善計画マップと問題解決マップ
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1） 科学が支える子どもの被害防止：http://www.skre.jp/
2） 子どもの被害の測定と防犯活動の実証的基盤の確立：http://www.anzen-kodomo.jp/pj_harada/index.html
3） 「子どもの被害の測定と防犯活動の実証的基盤の確立」研究開発実施終了報告書：
 http://www.ristex.jp/examin/criminal/pdf/20120308-3.pdf
4） インタビュー みちびく人々　科学警察研究所 犯罪行動科学部 部長 原田 豊：
 http://qz-vision.jaxa.jp/READ/interview06.html
5） 自主防犯活動の実環境下における準天頂システムの測位精度改善効果の検証　利用実証計画書：
 http://www.eiseisokui.or.jp/media/pdf/demonstration/situation/90-01-1.pdf
6） 準天頂衛星システム初号機を利用した実証実験について：
 http://qz-vision.jaxa.jp/USE/is-qzss/UMmaterials/QZSSUM_08_03.pdf
7） 原田 豊「『聞き書きマップ』を用いた安全点検地図作り」，測位航法学会ニューズレターⅦ -1，2016年 3月 28日，

4-6
8） 学校安全の推進に関する計画：
 http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/__icsFiles/afi eldfi le/2012/05/01/1320286_2.pdf
9） 宇宙基本計画：http://www8.cao.go.jp/space/plan/plan2/plan2.pdf
10） 柏市報道資料　平成 27年 11月 10日　公開授業「科警研と『聞き書きマップ』を情報道具をもって作ろう」：
 http://www.city.kashiwa.lg.jp/soshiki/020300/p025700_d/fi l/271110_press_releas.pdf
11） 『聞き書きマップ』を用いた通学路の安全点検地図の作成：
 http://www.esrij.com/industries/case-studies/81529/
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想像していなかった。
　社会実装に乗り出そうとした矢先に予算と体制を
維持できなくなり、ポータルサイトは有志の個人負
担で継続。その後科研費を取得するも、『聞き書き
マップ』新バージョンの開発費はまたもや個人で捻
出。それでも粘り強く活動を続け、機会を見付けて
は自ら乗り込んで行って成果を売り込む姿勢には頭
が下がる。そのような地道な活動があったからこそ、
小さなきっかけを大きなチャンスに変えることがで
きたのではないか。QBIC へのアドバイザーとして
の参加にしても、文科省のモデル事業への採用にし
ても、めげずに自ら打って出なければ、決して今の
ような形にはならなかったはずだ。後に続く者はこ
の姿勢に見習うべき点が多いのではないかと思う。

　さらに、本文では触れなかったが、『聞き書きマッ
プ』の最大の危機は、平成 27 年の 3 月に、それま
でソフト開発を委託していた企業が突然倒産してし
まったことだという。「仮にソースコードが破産管
財人に没収されていれば、開発継続は文字通り不可
能でした。このときは、個人の知り合いのつて等を
通じて必死に関係者と連絡を取り、辛うじて事なき
を得ました。冷静になって後から考えれば、ソース
コードは納入品に加えておくべきだし、開発中も第
3者が有償でソースコードを管理する仕組みが既に
あります。今後他のグループでソフト開発をする場
合は、これを教訓にしてほしいと思います。」貴重な
助言として心にとどめておきたい。
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